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あぜみち

えるが、実は、県内各地の農家等の集約なの

である。ショップに注文が入ると、二本松農

園では、当該農家等に受注内容をFAXし、県

内各地の農家等からお客様に向けて直接商品

を発送する。このシステムならば、多彩な農

産物を全国の消費者に供給できる。いわば「地

域を越えた共同生産・流通体制」なのである。

震災から５年を迎えるが、現在、ネットシ

ョップのお客様会員は5,000人を超え、最近は、

ショップでの購買をきっかけに、大企業での

共同購入や、参加農家を訪ねてくるお客様も

あとをたたない。驚くべきは、参加農家等の

売上げが、震災前を上回っている例も多いと

いうことである。これは、すべてネットショ

ップでの売上げという事ではなく、今までの

活動の中で農家等の意識に「お客様と直接つ

ながる事の大切さ」が生まれたため、と思っ

ている。

震災直後、８割の消費者が福島県産農産物

を敬遠していたというアンケート結果があっ

たが、私は逆に「人口の２割も福島県農業を

応援していただける人がいる！」と捉えた。

あとは、その人たちとつながる「システム」

であり、それはネットだったのである。

当NPOの合言葉がある。それは「顔の見え

る関係に風評被害はなし」である。この言葉

を胸に私たちは、福島の地で農業を続けてい

く。
（さいとう　のぼる）

当NPOは、風評被害を乗り切るため、東日

本大震災発生直後の2011年５月、10程度の農

家で任意団体として発足、その後、参加農家

が30程度になった2012年12月にNPO法人化し、

現在参加会員は50農家等となっている。「等」

をつけたのは、農業者だけでなく、加工業者

や最近は漁業者までも参加してきているから

である。当NPOの特徴は「できる限り会議を

行わない」という点にある。福島県は全国３

番目に広い面積を有し、これら50の農家等は

この広い県土に散らばっているため、とても

頻繁に集まって会議をできるような状況には

ないし、会議を行う必要も実はないのである。

それは、NPOの活動目的が明確な点にある。

いずれの農家等も風評被害の修羅場をくぐり、

その経験から「売れなかったら生きていけな

い」という共通認識があり、当NPOに求める

のは、その販売のところだからである。

震災直後、二本松農園のネットショップ

「里山ガーデンファーム」には、「福島県農業

を応援したい！」という全国の消費者からの

注文が入り大ブレークしていた。これが各マ

スコミで報道されるや、風評被害で客を失っ

た県内の農業者等が「ぜひ、ネットでうちの

農産物を売って欲しい」ということで駆け込

み寺的に集まってきて、これら農家等の農産

物や加工品を当ネットショップに次々とUPし

ていったのである。ショップを見る消費者か

らは、あたかも一つの農園の商品のように見
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